
雇用契約書
　○○○○（以下「甲」という。）と株式会社△△（以下「乙」という。）は、本日、乙による契約社員の雇用に関し、以下の通り契約（以下「本契約」という。）した。
第１条（甲の地位等）
　乙は、甲を、第３条に定める業務を担当する者として採用する。甲は、本契約及び乙の定める契約社員就業規則その他の諸規則及び指示を遵守して誠実に職務を行うものとする。
第２条（契約期間）
１　本契約の期間は、２０１７年○○月○○日から○○年○○月○○日までの期間（以下「雇用期間」という。）とする。
２　前項の規定にかかわらず、雇用期間の満了に際して、甲が従事している業務の進捗状況、甲の担当部門及び関連部門の業務量、乙の経営状況、甲の勤務成績、態度、能力等を考慮して本契約を更新することが適切であると乙が認めた場合、乙は、甲と合意して本契約を更新することができる。この場合、甲と乙は新たに契約書を締結することを要するものとし、新たな契約書が締結されない限り、本契約は更新されないものとする。
３　第１項の規定にかかわらず、次の場合は、雇用期間の中途であっても本契約は終了するものとする。
（１）甲が、乙の定める契約社員就業規則に従い、事前に本契約解約の意思表示をした場合
（２）乙が、乙の定める契約社員就業規則に従い、やむを得ない事由により雇用期間の中途に本契約を解約する場合
第３条（甲の職務）
　甲は、乙の○○部に所属し、××の職務を担当する。ただし、乙は、業務上の必要に応じ、甲の所属、担当業務あるいは職種を変更することができる。
第４条（甲の勤務場所）
　甲は、乙の本社ビル（大阪市○区○―○―○）にて勤務する。ただし、乙は、業務上の必要に応じて、甲に対し、他の場所での勤務を命じることができる。
第５条（労働条件等）
　甲の労働時間、休憩時間、時間外労働、休日、年次有給休暇などについては、乙の定める契約社員就業規則に従うものとする。なお、乙の定める契約社員就業規則第○条に規定された通り、本契約が法律の定めに従って期間の定めのないものに転換された場合においては、定年が適用されるものとする。ただし、乙の定める正社員就業規則第○条に定める退職金は適用されないものとする。
第６条（賃金）
１　乙は甲に対し、月給として、１か月につき○○円を賃金として支払う。
２　賃金の支払方法、諸手当、その他関連の事項については、乙の定める契約社員就業規則の規定に従う。
３　乙の定める契約社員就業規則の通り、甲については、次の事項は行われないものとする。ただし、乙の経営状況及び甲の実績等に鑑み、乙の裁量において、行われる場合もある。
（１）定期的な昇給
（２）退職手当の支給
（３）定期的な賞与
第７条（遵守事項）
１　甲は乙の指示や規則を遵守し、職場の秩序を維持し、業務効率の向上に努め、誠実にその職務を遂行しなければならない。乙の規則や書式には以下のものが含まれる。
　（１）欠勤・休暇に関する届出規定及び書式
　（２）出張規程、旅費精算規程
　（３）職務発明規程
　（４）セクシャルハラスメント防止規定
　（５）その他、乙が随時定める規定及び書式
２　甲は、乙の事前の承諾なしに、他に雇用され、役員となり、あるいは自ら事業を営んではならない。
第８条（雇用の終了に伴う措置）
１　甲は雇用期間の満了や解雇・退職など、雇用の終了に際し、乙の指示に従い、円滑に業務を引き継ぐものとする。
２　甲は雇用の終了に際し、乙から貸与された物品、乙に属する書類や資料、社員証、その他乙に返還すべきものについて遅滞なく乙に返還する。
第９条（秘密保持）
１　甲は乙に勤務して知りえた乙の経営上・技術上の情報について、相手方の事前の書面による承諾なく第三者に開示又は漏洩してはならない。但し、次の各号に該当する情報については、この限りではない。
（１）知得した時点で既に公知であった情報
（２）知得後に自らの帰責事由によらず公知となった情報
（３）第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に入手した情報
（４）知得した情報に依拠することなく自ら開発した情報
（５）法令又は官公庁の命令により開示を強制される情報
２　本条の規定は、甲乙間の雇用関係が終了後５年間は効力を失わない。
第１０条（反社会的勢力の排除）　
１　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、本契約締結時において、自らが暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団その他反社会的勢力に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　甲又は乙の一方が前項の確約に反する事実が判明したとき、その相手方は、何らの催告もせずして、本契約を解除することができる。
第１１条（紛争処理）
１　本契約に定めのない事項及び本契約に定める条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲及び乙は、信義に従い誠実に協議してその解決にあたる。
２　甲及び乙は、前項の協議で解決できない場合、本契約に関する一切の紛争についての第一審の専属的管轄裁判所を○○地方裁判所とすることに合意する。
本契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。
事業主　　○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　株式会社　A

　　　　　　　　代表取締役　　○○　○○

労働者　　○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○

